
機能強化計画の進捗状況（要約） （別紙様式３）

１．15年4月から16年9月までの全体的な進捗状況及びそれに対する評価
全体的には、概ね計画どおりの取組みを行ってきた。今後も計画どおり進捗するように、リレーションシップバンキング機能強化委員会で管理を徹底していく方針である。

２．16年4月から16年9月までの全体的な進捗状況及びそれに対する評価
16年度上期もほぼ計画どおりの進捗状況であり、16年度下期以降もリレーションシップバンキングの機能強化に努めていく。

３．アクションプログラムに基づく個別項目の計画の進捗状況（別紙様式１）

具体的な取組み 備 考 （計画の詳細）
１５年度 １６年度 15年4月～16年9月 16年4月～16年9月

Ⅰ．中小企業金融の再生に向けた取組み
１．創業・新事業支援機能等の強化
（１）業種別担当者の配置等融資審査態勢の強化 融資審査能力向上のた

め庫内研修の強化と外
部研修への派遣。
モニタリングを経営の課
題として役員を含め金庫
全体で取組む。
興信所データ等を利用し
たスコアリング商品の検
討・発売。
業種別に企業経営者等
を講師とした研修会の実
施。
共同事務ｾﾝﾀｰ稟議書
作成ｼｽﾃﾑの導入検討。
専決権限、常務会付議
基準の見直しを行う。

・融資審査会実施
・融資研修会実施

・外部研修への派遣
（全信協主催の講座）
興信所データ等を利

用したスコアリング商
品の検討・発売。
業種別に企業経営者
等を講師とした研修会
の実施。
共同事務ｾﾝﾀｰ稟議書
作成ｼｽﾃﾑの導入検
討。
専決権限、常務会付議
基準の見直しを行う。

平成15年度同様
・「目利き研修」実施

外部研修参加者を講
師とした庫内研修の実
施業種別に企業経営
者等を講師とした研修
会の実施。

共同事務ｾﾝﾀｰ稟議書
作成ｼｽﾃﾑの導入検
討。

・１５年６月から９月に
かけて若手職員を中心
に、融資実務研修を開
催した。
・融資部において、各
営業店長と個別にヒア
リングを行い、取引先
毎の業況把握と今後
の取組み方針等の協
議を実施した。
・外部データを活用し
た、原則無担保、第３
者保証不要の長期資
金最高３千万円の新商
品（ｽﾍﾟｼｬﾙＡ）を１５年
８月より発売した。
・地元企業の現状を把
握するため、企業経営
者を講師に招き、目利
き研修会を2回実施し
た。
・外部研修（目利き力
養成講座、企業再生支
援講座等）に支店長ク
ラスの職員10名を派遣
した。
・15年12月専決権限、
常務会付議基準の見
直しを実施した。
・地元企業の経営者を
講師に招き、目利き研
修会を２回実施した。
・地元企業の金融安定
化を図るために新商品
（かもしんｽﾍﾟｼｬﾙｻﾎﾟｰ
ﾄ）を１６年２月から発売
した。

・１６年８月、リレーショ
ンシップバンキング機
能強化に関する庫内研
修、目利き力養成庫内
研修（いずれも外部研
修参加者を講師とし
て）を実施した。

・外部研修への派遣
融資審査講座 １名
企業再生講座 １名
目利き研修講座 ２名

融資審査態勢の強化は融資審査能力の向
上であり、融資審査会、融資部研修会の継
続実施、外部研修への参加等より人材育
成を図る。
融資ﾌﾟﾛｾｽ見直し、良質な貸出を増加さ
せ、融資実行後の事後モニタリングを充実
させ、経営の悪化状況を早期に把握し、再
生に取組みできるよう態勢整備を図り、貸
倒による損失を最小化させ、金庫と企業と
の間でｻｽﾃﾅﾋﾞｨﾘﾃｨを高める。

店質や審査能力等を勘案し、専決権限を
下げる等の見直しを行い、融資審査態勢の
強化を図った。また、常務会付議案件につ
いては、要注意先以下を全て常務会付議と
していたが、付議案件にメリハリをつけ、１
先に対する審査時間を今まで以上に十分
取れるように常務会付議基準の見直しを行
い、融資審査態勢の強化を図った。

外部研修へ職員を派遣する。
(全信協主催) 企業再生支援 融資審査
講座 融資管理回収講座 目利き研修
講座等

進捗状況項 目 スケジュール
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具体的な取組み 備 考 （計画の詳細）
１５年度 １６年度 15年4月～16年9月 16年4月～16年9月

進捗状況項 目 スケジュール

（２）企業の将来性や技術力を的確に評価できる人材の育成を
目的とした研修の実施

（３）産学官とのネットワークの構築・活用や日本政策投資銀行
との連携。「産業クラスターサポート会議」への参画

地域産業の特性を認識
し、情報収集を行いなが
ら地域に役立つｺﾐｭﾆﾃｨ
ﾋﾞｼﾞﾈｽを支援する。
関東地区産業ｸﾗｽﾀｰｻ
ﾎﾟｰﾄ会議に出席する。
日本政策投資銀行主催
の情報交換会議に出席
する。

関東地区産業クラス
ター会議等に出席す
る。
日本政策投資銀行主
催の情報交換会議に
出席する。

前年同様。 １５年６月１１日、関東
地区産業クラスター会
議に出席した。

１５年７月２５日、信金
中金主催の日本政策
投資銀行リレーション
シップバンキング情報
交換会に出席した。

１６年３月３日、信金中
金主催の日本政策投
資銀行ﾘﾚｰｼｮﾝｼｯﾌﾟﾊﾞﾝ
ｷﾝｸﾞ情報交換会に出
席した。

１６年５月２４日、第２回
地域経済再生ワーク
ショップ会議に出席し
た。

中小企業が成長発展して行くためには、技
術開発や新事業展開を支援することが重
要であり、そのための知的財産権や技術を
評価するためには、産学官とのネットワーク
を構築する必要性が重要と考えるが、当地
区には未だ産学官のネットワークは構築さ
れていないため、今後、ネットワーク構築時
には協力して行きたい。

（４）ベンチャー企業向け業務に係る、日本政策投資銀行、中小
企業金融公庫、商工組合中央金庫等との情報共有、協調投融
資等連携強化

地方公共団体の産業政
策や商工会議所・商工
会と連絡を密にし、企業
創業等の情報を収集す
る。
日本政策投資銀行主催
の情報交換会議に出席
し、連携を図って行く。

企業創業等の情報を
収集する。
日本政策投資銀行主
催の情報交換会議に
出席する。

前年同様。 １５年７月２５日、信金
中金主催の日本政策
投資銀行リレーション
シップバンキング情報
交換会に出席した。

１６年３月３日、信金中
金主催の日本政策投
資銀行ﾘﾚｰｼｮﾝｼｯﾌﾟﾊﾞﾝ
ｷﾝｸﾞ情報交換会に出
席した。

１６年５月２４日、関東
財務局・日本政策投資
銀行主催の第２回地域
経済再生ワークショッ
プ会議に出席した。

政府系金融機関との情報共有、協調投融
資等の必要性はあると認識しているが、現
在は連携していない。

（５）中小企業支援センターの活用 地方公共団体の産業政
策や商工会議所・商工
会と連絡を密にし、企業
創造等の情報を収集す
る。

必要に応じ検討する。
地方公共団体の産業
政策や商工会議所・商
工会と連絡を密にし、
企業創造等の情報を
収集する。

必要に応じ検討する。
地方公共団体の産業
政策や商工会議所・商
工会と連絡を密にし、
企業創造等の情報を
収集する。

１６年７月６日、新潟県
商工会連合会情報交
換会に出席した。

１６年７月２６日、中小
企業金融公庫主催の
中小企業基盤整備機
構、にいがた産業創造
機構合同「地域経済の
活性化に向けた」情報
交換会に出席した。

１６年７月６日、新潟県
商工会連合会情報交
換会に出席した。

１６年７月２６日、中小
企業金融公庫主催の
中小企業基盤整備機
構、にいがた産業創造
機構合同「地域経済の
活性化に向けた」情報
交換会に出席した。

地域経済に有効であるコミュニティビジネス
の支援については、中小企業支援センター
等外部機関と連携し、必要に応じて、支援
を行う方針である。

地方公共団体の産業政策や商工会議所・
商工会と連絡を密にし、企業創業等の情報
を収集する。

その他関連する取組み別紙様式２参照
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具体的な取組み 備 考 （計画の詳細）
１５年度 １６年度 15年4月～16年9月 16年4月～16年9月

進捗状況項 目 スケジュール

２．取引先企業に対する経営相談・支援機能の強化
（１）経営情報やビジネス・マッチング情報を提供する仕組みの
整備

かもしんきん大関倶楽部
で経営に関した講演会、
研修会等を実施する他、
ビジネスマッチングがで
きるような会にして行く。
親睦的性格の他、ﾋﾞｼﾞﾈ
ｽﾏｯﾁﾝｸﾞへの活用を検
討する。

各後援会、大関倶楽部
の年間行事を通じて経
営情報の提供やﾋﾞｼﾞﾈ
ｽﾏｯﾁﾝｸﾞに役立てて行
く。
ﾋﾞｼﾞﾈｽﾏｯﾁﾝｸﾞ方法の
検討を行う。
ﾋﾞｼﾞﾈｽﾏｯﾁﾝｸﾞの実施
時期を検討する。

各後援会、大関倶楽部
の年間行事を通じて経
営情報の提供やﾋﾞｼﾞﾈ
ｽﾏｯﾁﾝｸﾞに役立てて行
く。

・かもしんきん大関倶
楽部、１５年４月１７日、
企業視察（新潟日報事
業社）

・かもしんきん大関倶
楽部の会員を対象とし
て、当金庫理事長が
「構造調整圧力にさら
される中小企業」の講
演を実施した。講演終
了後に納涼会を通じビ
ジネスマッチング的な
交流を行った。

・かもしんきん大関倶
楽部、１５年１２月３日、
和平ﾌﾚｲｽﾞ㈱、ｽﾄｯｸﾊﾞ
ｽﾀｰｽﾞの企業視察研修
実施。

・かもしん経革広場
１６年１月より開始当金
庫ホームページよりア
クセスし、中小企業向
けの情報、サービスを
提供する。

・かもしんきん大関倶
楽部、１６年５月２８日
会員総会開催。

・かもしんきん大関倶
楽部の会員を対象とし
て、１６年６月２８日、新
規事業コーディネー
ターを講師に招き、経
営者勉強会を開催し
た。

各後援会、大関倶楽部を異業種交流会の
親睦的性格の他、経営情報の提供、経営
に関する研修会等、ビジネスマッチング情
報提供の場としての充実を図る。
業界団体が提供する経営情報やビジネス
マッチング情報を有効に活用する。
「かもしんきん大関倶楽部」は各種研修・経
営情報の提供・講演会等の事業を通じて、
次世代を担う若手経営者・後継者（４５歳以
下）の資質向上を目的とした会であり、加
茂・田上地区で結成されており、現在会員
は７０名である。

（２）コンサルティング業務、Ｍ＆Ａ業務等の取引先企業への支
援業務の取組み

（３）要注意先債権等の健全債権化及び不良債権の新規発生
防止のための体制整備強化並びに実績公表

中小企業支援室を設置し、企業再生・支援
専担者を中心に、債務者区分に応じた企業
支援、再生を図り、債権健全化及び不良債
権の新規発生防止のための取組みを強化
する。

（４）中小企業支援スキルの向上を目的とした研修の実施

（５）「地域金融人材育成システム開発プログラム」等への協力 目立った進捗なし。
今後も、産業再生機構
が中小企業の再生をど
のように取組むのか
が、明らかになった場
合に検討する方針とす
る。

目立った進捗なし。
今後も、産業再生機構
が中小企業の再生をど
のように取組むのか
が、明らかになった場
合に検討する方針とす
る。

九州大学ビジネススクールで実施されてい
る「中堅・中小企業における財務戦略人材
育成のための研修プログラム」には協力関
係はない。

その他関連する取組み別紙様式２参照

別紙様式３－２参照
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具体的な取組み 備 考 （計画の詳細）
１５年度 １６年度 15年4月～16年9月 16年4月～16年9月

進捗状況項 目 スケジュール

３．早期事業再生に向けた積極的取組み
（１）中小企業の過剰債務構造の解消・再生の取組み。「早期
事業再生ガイドライン」の趣旨を踏まえた事業再生への早期着
手

当金庫取引先である中小企業は小規模で
あり、債権者申立てによる民事再生法等の
法的整理になじまず、破産または取引停止
処分・廃業等による私的整理が多く、プリ
パッケージ型の事業再生はなかった。
当金庫取引先は小規模な先が多く、プリ
パッケージ型企業再生に対象となる企業は
ないものと思われるが、発生すれば対応し
て行きたい。

（２）地域の中小企業を対象とした企業再生ファンドの組成の取
組み

にいがた産業創造機構
等との連携を密に図り、
企業再生ファンド組成等
の情報交換を行う。

にいがた産業創造機
構等との連携強化。

前年同様 企業再生ファンドは組
成されず、取引先に対
象企業がなかったため
進捗なし。

企業再生ファンドは組
成されず、取引先に対
象企業がなかったため
進捗なし。

（財）にいがた産業創造機構、にいがた産
業創造ファンドが組成された。当金庫は「に
いがた産業創造ファンド」に出資した。
今後企業再生ファンドが組成され、取引先
に対象企業があった場合には協力して行き
たい。

（３）デット・エクイティ・スワップ、DIPファイナンス等の活用 取組まない。 当金庫取引先は、資本金が少ない中小零
細企業が多く、ＤＥＳやＤＩＰファイナンスに
対する知識のニーズもないこと、またＤＥＳ
で当金庫が株式を保有することを取引先は
希望しないものと思われることから取組ま
ない方針とする。

（４）「中小企業再生型信託スキーム」等、ＲＣＣ信託機能の活
用

取組まない方針とするが
対象となる企業があれ
ば対応して行きたい。

信託するには当然ＳＰＣ（特別目的会社）が
必要となり、また当金庫の取引先は規模的
に、再生にあたり債権流動化するまでの必
要性はなく、現状では取組まない方針とす
るが、対象となる企業があれば対応して行
きたい。

（５）産業再生機構の活用 今後検討する。 目立った進捗なし。
今後も、産業再生機構
が中小企業の再生をど
のように取組むのか
が、明らかになった場
合に検討する方針とす
る。

現状では目立った進捗
なし。
今後も、産業再生機構
が中小企業の再生をど
のように取組むのか
が、明らかになった場
合に検討する方針とす
る。

当金庫としての企業再生支援の基本方針
と取引先中小企業の経営状況、そして債権
関係の複雑さ等の状況を踏まえ、対象企業
の選定をし、必要に応じて産業再生機構の
機能を有効に活用できるかどうか検討す
る。

（６）中小企業再生支援協議会への協力とその機能の活用 必要に応じて中小企業
再生支援協議会の機能
を有効に活用できるかど
うか検討する。

目立った進捗なし。
今後も状況を見極めて
からの対応としたい。
再生が可能と判断され
るが当金庫が主力で
はない場合、複数の金
融機関等の権利調整
で困難がある場合等に
活用を検討する。

現状では目立った進捗
なし。
今後も状況を見極めて
からの対応としたい。
再生が可能と判断され
るが当金庫が主力で
はない場合、複数の金
融機関等の権利調整
で困難がある場合等に
活用を検討する。

当金庫としての企業再生支援の基本方針
と取引先中小企業の経営状況、そして権利
関係の複雑さ等の状況を踏まえ、対象企業
の選定をし、必要に応じて中小企業再生支
援協議会の機能を有効に活用できるかどう
か検討する。
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具体的な取組み 備 考 （計画の詳細）
１５年度 １６年度 15年4月～16年9月 16年4月～16年9月

進捗状況項 目 スケジュール

（７）企業再生支援に関する人材（ターンアラウンド・スペシャリ
スト）の育成を目的とした研修の実施

４．新しい中小企業金融への取組みの強化
（１）ローンレビューの徹底、財務制限条項やスコアリングモデ
ルの活用等。第三者保証の利用のあり方

・目利き力向上のための
研修実施。

・与信先への定期的な
評価見直し。

・財務制限条項の適用
について検討する。

・ﾛｰﾝﾚﾋﾞｭｰ方法の検
討。
・ｽｺｱﾘﾝｸﾞ商品の検討
・財務制限条項の検討
・目利き研修への派遣
・財務制限条項の適用
について検討する。

・目利き研修の実施
・前期のﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ
・財務制限条項の適用
について検討する。

・興信所データを活用し
た融資新商品（ｽﾍﾟｼｬﾙ
Ａ、最高３千万円限度、
保証人は原則代表者）を
８月より発売した。

・企業のキャッシュフロー
を重視し、実態把握を行
うべく、９月に「経営改善
計画書兼キャッシュフ
ロー状況表」および「実
態バランスシート」を制
定した。

・15年11～１２月
目利き力養成講座（全

信協主催）２名派遣
・15年 ９～12月
企業再生支援講座

（全信協主催）２名派遣
・15年11月

企業再生支援講座
（県信協主催）６名派遣

・15年10月 企業の実態
把握と信用リスクの低減
を図る目的で「企業分析
資料」を改訂した。

・16年５月
企業再生研修（関信協

主催）１名派遣
・16年７・９月
目利き力養成講座（全

信協主催）２名派遣

・財務制限条項について
は、検討した結果、当金
庫取引先には対象企業
が少ないため、当面取扱
わないこととする。

財務制限条項については、検討した結果、
当金庫取引先には対象企業が少ないた
め、当面取扱わないこととする。
スコアリングモデルの活用を検討する。
ローンレビューについては、融資審査会で
定期的な調査を実施する。
キャッシュフローを重視した融資審査を行
い、融資後の事後モニタリングを実施して
行くことで、担保・保証に過度に依存しない
融資の促進を図るための態勢整備を図る。

（３）証券化等の取組み 取組まない。 貸出債権を証券化し流動化させることは、
金銭債権の信託と同様に有効であることは
認識しているが、現状では証券化のノウハ
ウがなく、またニーズもないことから実施し
ていない。
貸出債権の証券化については当営業地域
ではニーズもなく、当面は信金中金等の研
修会に参加し勉強して行く方針とする。

その他関連する取組み別紙様式２参照
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具体的な取組み 備 考 （計画の詳細）
１５年度 １６年度 15年4月～16年9月 16年4月～16年9月

進捗状況項 目 スケジュール

（４）財務諸表の精度が相対的に高い中小企業に対する融資プ
ログラムの整備

ＴＫＣ傘下の地元会計事
務所と提携可能か、また
商品化可能か検討す
る。

・会計事務所との提
携検討

・商品開発検討

前年同様
前年のﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ

地元会計事務所と打ち
合わせを行った。

地元会計事務所と打ち
合わせを行った。

地元会計事務所と打合せを行った結果、対
象となる企業は少なく、現状商品化は難し
いが、今後も検討は続けていく。

（５）信用リスクデータベースの整備・充実及びその活用 信用格付導入により、財
務、ﾃﾞﾌｫﾙﾄ率等、より細
かなﾃﾞｰﾀ整備を図る。
各種ﾃﾞｰﾀを検討した、無
担保・無保証商品を検
討する。

信用格付ｼｽﾃﾑ導入。
信用格付ｼｽﾃﾑ試行。
信用格付ｼｽﾃﾑの活用
方法検討。
信用格付ｼｽﾃﾑによる
信用リスク管理実施。

前年のﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ １５年度中は、法人先
を中心に信用格付シス
テムについての試行運
転を行った。

平成１５年度から導入
した実態バランスシー
トを使用して、実態的な
財務内容を格付システ
ムに入力し、実態に即
した格付となるようデー
タを蓄積しているところ
である。

信用ﾘｽｸ管理に必要となる情報のデータ
ベース化の促進、信用格付導入、債務者毎
の推定デフォルト率算定等により、より精緻
な取引先の経営評価に努め、これらに基づ
く新たな融資の活発化と収益力向上を図
る。また、精緻な評価に基づく貸出金利設
定を図る。
今後、信金中央金庫主催の信用リスクデー
タベースへの参加及び共同事務センター開
発の信用リスク管理システムを導入し、信
用リスク管理の充実を図っていく予定であ
る。

５．顧客への説明態勢の整備、相談・苦情処理機能の強化
（１）銀行法等に義務付けられた、貸付契約、保証契約の内容
等重要事項に関する債務者への説明態勢の整備

事務ガイドラインに基づ
いて規定の整備を行う。
取引約定書を改訂する。

事務ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝに基づい
て規定の整備を行う。

取引約定書を双方差
入方式に改訂する。

・事務ガイドラインに基
づいて、規定の整備を
行うべく検討中である。

・１６年３月 保証意思
確認は、必ず面前で行
い、保証契約内容を十
分説明するよう、融資
管理回収規定を改訂し
た。

「信用金庫取引約定書
（双方差入方式）（案）」
並びに「与信取引に関
する顧客への説明態
勢に係る規定（案）」を
作成した。今後内容を
精査し、１１月の理事
会に提出する予定であ
る。

契約内容の重要事項の説明不足により、
後日紛争にならないように、コンプライアン
スの面からも重要事項の説明は十分に行
うこととする。

（２）「地域金融円滑化会議」の設置・開催 四半期毎の会議に出席
し、情報等を収集する。

四半期毎の会議に出
席する。

前年同様 １５年６月２３日
第１回地域金融円滑化
会議に出席

１５年８月２６日
第２回地域金融円滑化
会議に出席

１５年１１月２５日
第３回地域金融円滑化
会議に出席

１６年３月４日
第４回地域金融円滑化
会議に出席

１６年６月１０日
第５回地域金融円滑化
会議に出席

１６年９月８日
第６回地域金融円滑化
会議に出席

地域金融円滑化会議での苦情等の情報を
参考に、「失敗から学ぶ学習システム」の構
築を検討して行く。
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具体的な取組み 備 考 （計画の詳細）
１５年度 １６年度 15年4月～16年9月 16年4月～16年9月

進捗状況項 目 スケジュール

（３）相談・苦情処理体制の強化 苦情等の分析を行い、
研修等により職員のﾚﾍﾞ
ﾙｱｯﾌﾟを図る。
しんきん相談所等と連絡
を密にする。
苦情等、処理管理方法
について、必要に応じて
要領の見直しを行う。
業界団体実施の研修会
に参加する。

苦情・相談等の勉強会
の実施。

要領の見直し。

業界団体実施の研修
会に参加する。

前年同様 ・１５年５月から１６年３
月に定期的に「定例コ
ンプライアンス委員会」
を開催した。

・16年1月、幹部会で苦
情等、処理管理方法に
ついて再度周知を図っ
た。

・１６年５月・８月に「定
例コンプライアンス委
員会」を開催した。

・コンプライアンスチェッ
クリスト（不祥事件防止
用）の追加実施により
チェック体制の充実を
図った。

「顧客の苦情・要望等に公平・誠実に対処
し、迅速な解決によって顧客からの理解と
信頼を深め、顧客の保護に資する」を取組
方針とし対応する。

苦情等処理担当者については、営業店の
苦情処理等責任者はコンプライアンス責任
者および部店長・次席者とし、本部の担当
部署を監査部業務監査課に置き、監査部
長を責任者とし、所管部署は苦情等の内容
により本部各部としている。苦情等の管理
方法については、営業店で苦情等を受付け
た場合は制定用紙に記入に部店長に報告
し解決を図るとともに、制定用紙（写）を業
務監査課へ送付する。重大な事案について
は監査部長から常務会に速やかに報告す
ることとしている。また、苦情等があった場
合は管理簿に記載し、事案毎に原因究明・
再発防止等を討議するとともに、勉強会等
を実施しコンプライアンス意識の一層の浸
透を図っている。

ディスクロージャー誌に
掲載し公表する。

半期毎にﾃﾞｨｽｸﾛｰｼﾞｬｰ
誌で公表する。

半期毎にﾃﾞｨｽｸﾛｰｼﾞｬｰ
誌で公表する。

１５年１１月
当金庫ホームページで
半期開示を実施した。

１６年６月
当金庫ホームページで
半期開示を実施した。

６．進捗状況の公表
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具体的な取組み 備 考 （計画の詳細）
１５年度 １６年度 15年4月～16年9月 16年4月～16年9月

進捗状況項 目 スケジュール

Ⅱ．各金融機関の健全性の確保、収益性の向上等に向けた取組み
１．資産査定、信用リスク管理の強化
（１）①適切な自己査定及び償却・引当の実施 金融庁指摘事項や金融

検査マニュアルの改訂
項目等を反映させた規
定・要領を改訂し、周知
徹底を図る。
自己査定要領につい
て、「実質延滞について
具体例の追加」「実態バ
ランス作成の明記」「マト
リクス表をより厳しく変更
する」等の改訂を行う。

・自己査定要領改訂
・研修会実施

左記取組みの継続
フォローアップ

・より正確な自己査定
を行うため、マトリクス
表の改訂など自己査
定要領の改訂を行っ
た。また改訂後の自己
査定要領を周知徹底
するために、集合研修
を行った。
・「マトリクス表の厳格
化」「実態バランスの作
成」等、自己査定要領
の改訂を行った。また
改訂した自己査定要領
を周知徹底させるた
め、自己査定作業前に
集合研修・自己査定説
明会を行った。

・平成１６年度自己査
定を控え、融資部内に
て自己査定要領の改
訂等に関する検討会を
行った。
・大口先を中心に定期
訪問を行い、債務者に
実態把握に努めてい
る。

正確な自己査定を行うため、融資部におい
て自己査定要領等改訂の検討会議を開催
し、定期的に関係要領を見直すとともに、取
引先企業の実態把握に努め、融資担当者
及び役席者の集合研修により能力向上を
図る。
金庫内の周知徹底を図るため役席及び融
資担当者を対象とした集合研修を自己査
定実施前に実施する。

（１）②担保評価方法の合理性、処分実績からみた評価精度に
係る厳正な検証

正確性を期するため１５
年度から不動産評価ｼｽ
ﾃﾑを導入した。

売買事例ﾃﾞｰﾀの収集。

・担保処分実績から
見た担保評価精度
検証の実施。

・不動産評価ｼｽﾃﾑ運
用開始。

売買事例ﾃﾞｰﾀの収集。

左記取組みの継続
フォローアップ

売買事例ﾃﾞｰﾀの収集。

上期に、不動産担保評
価管理システムに移行
した。
１５年１０～１１月 路線
価、固定資産評価額、
公示価格をもとに、担
保不動産の評価見直
しを行い、不動産評価
システムの本格的な運
用を開始した。

１５年度に導入した不
動産評価システムによ
り、不動産評価の運用
を行っている。

本部と支店が連携し、今後、不動産売買事
例等の収集件数をより多く引き上げ、担保
評価の精度向上に努める予定。担保処分
実績から見た担保評価の精度の検証につ
いては、今後、制度化するなど手続の明確
化を検討中である。また、より一層正確性
を期するため、平成１５年度から不動産評
価システムを導入した。

（１）③金融再生法開示債権の保全状況の開示 今後も開示する。 ﾃﾞｨｽｸﾛｰｼﾞｬｰ誌等で開
示する。

前年同様 １５年１１月、ミニディス
クロージャー誌、当金
庫ホームページにて金
融再生法開示債権の
保全状況を開示した。

１６年６月、ディスク
ロージャー誌、当金庫
ホームページにて金融
再生法開示債権の保
全状況を開示した。
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具体的な取組み 備 考 （計画の詳細）
１５年度 １６年度 15年4月～16年9月 16年4月～16年9月

進捗状況項 目 スケジュール

２．収益管理態勢の整備と収益力の向上
（２）信用リスクデータの蓄積、債務者区分と整合的な内部格付
制度の構築、金利設定のための内部基準の整備等

信用格付を自己査定の
基礎ﾃﾞｰﾀとして、自己査
定ｼｽﾃﾑへの連携を図
る。
集合研修の実施。

信用格付制度構築と
取扱要領等の整備。
集合研修の実施。

信用格付ｼｽﾃﾑ稼動。

集合研修の実施。

現在、法人先を中心
に、信用格付システム
を試行的に導入し、融
資部内にて債務者区
分との整合性等を検討
中である。
法人先を中心に、デー
タ登録を行い、信用格
付システムの施行運転
をを行った。

平成１５年度から導入
した実態バランスシー
トを使用して、実態的な
財務内容を信用格付シ
ステムに入力し、実態
に即した格付となるよう
データを蓄積している
ところである。

信用格付制度は信用リスク管理を行うには
必要なものであり、早期運用開始と精度向
上も目指して逐次改訂を行う。
信用格付制度については、システムの導入
は平成１５年４月に完了し、平成１５年５月
より３ヶ月間のプレ試行を行なった。
実態バランスを反映させた信用格付区分と
自己査定による債務者区分との比較と整
合性を検証すべく、実態バランスシートを利
用しデータを蓄積しているところである。
金利設定においては、信用格付制度のシ
ステム導入は完了しているが、運用方法が
構築されていないため、信用格付に応じた
金利テーブル表の基準はできてなく、今後
検討して行きたい。
１６年度下期に、信金中央金庫主催の信用
リスクデータベースへの参加及び共同事務
センター開発の信用リスク管理システムを
導入し、信用リスク管理の充実を図っていく
予定である。

３．ガバナンスの強化
（２）①半期開示の実施 今後も半期開示を実施

する。
半期開示を実施する。 前年同様 １５年１１月、当金庫

ホームページで半期開
示を実施した。

１６年６月、当金庫ホー
ムページで半期開示を
実施した。

（２）②外部監査の実施対象の拡大等 今以上の監査は現在考
えていない。

決算監査の実施
期中監査の実施

前年同様 決算監査、期中監査を
実施した。
当面は、現状どおりの
監査実施とする。

決算監査、期中監査を
実施した。
当面は、現状どおりの
監査実施とする。

決算についての外部監査は実施済である
が、期中監査を毎月実施し、前年度監査に
おける問題点の検討、自己査定関連等の
監査を実施している。また、期末監査時に、
決算監査の他に、開示の妥当性等の監査
を実施している。

（２）③総代の選考基準や選考手続きの透明化、会員・組合員
の意見を反映させる仕組み等の整備

総代選考基準の見直
し。
全信協の検討結果を踏
まえ、総代、総代会につ
いてﾃﾞｨｽｸﾛｰｼﾞｬｰ誌に
掲載する項目を検討す
る。

・全信協検討結果を
踏まえ、総代会機能
向上策を検討する。

・１５年度ﾃﾞｨｽｸﾛｰｼﾞｬｰ
誌への掲載方法を
検討する。

左記の１６年度実施 １６年３月
「総代会に関する運営
要綱」を制定した。

１６年３月期ディスク
ロージャー誌に、総代
選考基準、総代選任手
続き、総代氏名、１６年
６月総代会決議事項を
開示した。

現状の分析と評価を踏まえ、全信協が取り
まとめる総代会機能向上策を基に対応を
検討することとする。
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具体的な取組み 備 考 （計画の詳細）
１５年度 １６年度 15年4月～16年9月 16年4月～16年9月

進捗状況項 目 スケジュール

（２）④中央機関が充実を図る個別金融機関に対する経営モニ
タリング機能等の活用方針

信金中央金庫が分析し
た決算データ（経営効率
分析表）等を、今後も活
用して行く。

左記データ等を活用
し、当金庫の現状を把
握する。

前年同様 信金中央金庫が分析
した１５年３月期の「経
営効率分析表」を役員
等に配布し、全国平均
および関東地区信用金
庫や同規模信用金庫
と比較し当金庫の現状
を把握した。

信金中央金庫が分析
した１６年３月期の「経
営効率分析表」を役員
等に配布し、全国平均
および関東地区信用金
庫や同規模信用金庫
と比較し当金庫の現状
を把握した。

自金庫の経営課題を的確に把握するた
め、信金中央金庫が分析した決算データ等
を有効に活用する。
信金中央金庫との連携をより一層強化し、
必要に応じてアドバイスや情報提供支援を
受ける。

（３）経営(マネジメント）の質の向上に向けた取組み

４．地域貢献に関する情報開示等
（１）地域貢献に関する情報開示 地域貢献活動につい

て、住民の期待や表現
方法について検討する。
地域貢献の見直し。
開示の見直し。

・地域貢献活動の半
期開示。

・地域貢献活動の見
直し。

左記取組みの継続、充
実。

１５／３期現在の地域
貢献活動について、11
月下旬に当金庫ホー
ムページ上で開示を実
施した。

１６／３期現在の地域
貢献活動について、６
月下旬に１５年度ディ
スクロージャー誌およ
び当金庫ホームページ
上で開示を実施した。

地域貢献活動を見直し、経済的貢献・文化
的貢献・社会的貢献を行う社会的責任を果
たし、持続的に発展が可能な地域社会づく
りに貢献する。また、その活動状況につい
ても情報を充実させて会員や住民等による
当金庫の経営内容に対する理解を得るよう
にし、質の高いリレーションシップバンキン
グを目指す。

５．法令等遵守（コンプライアンス）
行員による横領事件等、金融機関と顧客等とのリレーション
シップに基づく信頼関係を阻害するおそれがある問題の発生
防止

３．その他関連する取組み（別紙様式２）

16年4月～16年9月
・ﾘﾚｰｼｮﾝｼｯﾌﾟﾊﾞﾝｷﾝｸﾞ研修（県協会主催）
１６年 ５月１３日～１４日 ４名派遣

・企業再生研修（関信協主催）
１６年 ５月１８日～２０日 １名派遣

・目利き力養成講座（全信協主催）
１６年 ７月２６日～３０日 １名派遣
１６年 ９月 ６日～１０日 １名派遣

・融資審査講座（全信協主催）
１６年 ８月 ２日～ ６日 １名派遣

・融資推進講座（県協会主催）
１６年 ９月 ６日～ ８日 ２名派遣

15年4月～16年9月
進捗状況

その他関連する取組み別紙様式２参照

項 目 具体的な取組み

Ⅰ．１．（２）企業の将来性や技術力を的確に評価できる人材の育
成を目的とした研修の実施

融資審査のプロセスの中に財務分析だけではなく、企業の将来性・技術
力を的確に判断するプロセスを加え、その判断ができる人材を養成する
講座に職員を派遣する。
中小企業診断士等の資格取得に規程により補助金を支給しを奨励する。

・企業再生支援講座（全信協主催）
１５年 ９月２３日～２６日 １名派遣

・融資推進講座（県協会主催）
１５年 ９月１７日～１９日 ２名派遣

・目利き力養成講座（全信協主催）
１５年１１月 ４日～ ８日 １名派遣
１５年１２月１５日～１９日 １名派遣

・企業再生支援講座（全信協主催）
１５年１２月 ８日～１１日 １名派遣

・融資審査管理講座（関信協主催）
１５年１１月１２日～１４日 １名派遣

・企業再生支援研修（県協会主催）
１５年１１月 ６日～ ７日 ６名派遣
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具体的な取組み 備 考 （計画の詳細）
１５年度 １６年度 15年4月～16年9月 16年4月～16年9月

進捗状況項 目 スケジュール

・企業再生研修（関信協主催）
１６年 ５月１８日～２０日 １名派遣

・目利き力養成講座（全信協主催）
１６年 ７月２６日～３０日 １名派遣
１６年 ９月 ６日～１０日 １名派遣

・融資審査講座（全信協主催）
１６年 ８月 ２日～ ６日 １名派遣

・企業再生研修（関信協主催）
１６年 ５月１８日～２０日 １名派遣

・目利き力養成講座（全信協主催）
１６年 ７月２６日～３０日 １名派遣
１６年 ９月 ６日～１０日 １名派遣

・融資審査講座（全信協主催）
１６年 ８月 ２日～ ６日 １名派遣

・「職員行動チェックリスト」で、全職員を対
象とした自己評価を１６年９月に実施して、
結果を分析して役員に報告した。

（備考）別紙様式１による個別項目の計画数・・・２５

Ⅰ．２．（４）中小企業支援スキルの向上を目的とした研修の実施 ほとんど実施していない状況であり、上部業界団体の研修に参加し、ス
キル向上を図る。

企業再生支援講座（全信協主催）
１５年 ９月２３日～２６日 １名派遣

・目利き力養成講座（全信協主催）
１５年１１月 ４日～ ８日 １名派遣
１５年１２月１５日～１９日 １名派遣

・企業再生支援講座（全信協主催）
１５年１２月 ８日～１１日 １名派遣

・融資審査管理講座（関信協主催）
１５年１１月１２日～１４日 １名派遣

・企業再生支援研修（県協会主催）
１５年１１月 ６日～ ７日 ６名派遣

・１５年９月２３日～２６日に「企業再生講座（全
信協主催）」に企業再生支援担当者１名参加し
た。
・目利き力養成講座（全信協主催）
１５年１１月 ４日～ ８日 １名派遣
１５年１２月１５日～１９日 １名派遣

・企業再生支援講座（全信協主催）
１５年１２月 ８日～１１日 １名派遣

・融資審査管理講座（関信協主催）
１５年１１月１２日～１４日 １名派遣

・企業再生支援研修（県協会主催）
１５年１１月 ６日～ ７日 ６名派遣

・定例報告として４半期毎に
①チェックリストに基づく結果報告
②コンプライアンスに関する部店内啓蒙活動状
況を各部店の責任者より実施している。
・年１回全職員を対象とした「職員行動ﾁｪｯｸﾘｽ
ﾄ」の自己評価の実施。
・部店課長会議並びに職員総会等開催時役員
よりコンプライアンスに関する注意事項の周知
徹底。

Ⅰ．３．（７）企業再生支援に関する人材（ターンアラウンド・スペ
シャリスト）の育成を目的とした研修の実施

全信協が実施する企業再生支援講座へ融資部審査課専担者の参加。
その講座で学んだ事項を庫内研修として実施し知識の共有を図る。
中小企業診断士、ＦＰ等の資格取得の奨励。

Ⅱ．５．法令等遵守（コンプライアンス）
行員による横領事件等、金融機関と顧客等とのリレーションシッ

プに基づく信頼関係を阻害するおそれがある問題の発生防止

法令遵守を経営上の最重要課題と位置付け、平成１２年４月に規定・要
領を制定し、役職員に周知徹底を図り、その後も規定を制定、改訂して一
層の充実を図っている。
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